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広域運調第２０号 

平成３０年１０月２５日  

 

 

経済産業大臣 世耕 弘成 殿 

 

 

電力広域的運営推進機関 理事長 金本 良嗣 

 

 

平成３０年北海道胆振東部地震に伴う大規模停電に関する 

検証委員会中間報告に係る経済産業大臣への意見について 

 

 

当機関は、今般取りまとめられた平成３０年北海道胆振東部地震に伴

う大規模停電に関する検証委員会中間報告（以下「中間報告」という。）

につき、下記のとおり意見します。 

 

記 

 

１．北海道エリアにおける当面（今冬）の需給対策 

 北海道エリアにおける当面（今冬）の需給対策については、中間報

告等を踏まえ、需給検証の方法について必要に応じ見直しを行った上

で、当機関による需給見通しの妥当性を確認し、１１月上旬にも検討

するとの方針が国の審議会において示されております。 

  中間報告では、北海道エリア全域に及ぶ大規模停電（ブラックアウ

ト）を極力回避するための当面（今冬）の早期対策として、負荷遮断

量を３５万 kW（需要３０９万 kW 時）追加すること、大規模揚水発電

機（京極発電所１、２号機）が運転できる状態であることを前提に苫

東厚真発電所１、２、４号機の３台を運転することとすることなどが

提言されました。 

当機関としては、中間報告や当機関の調整力及び需給バランス評価

等に関する委員会において中間報告を踏まえ行われる需給検証を踏ま

え、国において、今冬の需給対策が検討の上、決定されることを求め

ます。 

また、当機関は、中間報告を踏まえ、当面（今冬）、苫東厚真発電
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所などの火力発電所や京極発電所など大規模揚水発電所の運転状況を

含め、北海道エリアにおける需給監視を強化するとともに、必要に応

じ北本連系線のマージン拡大（逆方向・北海道向きのマージンは最大

６０万 kW）等を行ってまいります。 

 

２．北本連系線の更なる増強及び広域連系系統の増強費用負担の在り方 

の具体的検討 

  現在、２０１９年３月を目途に北本連系線の３０万 kW 増強（新北本

連系線の整備）、２０２０年度を目途に東京中部間連系設備の９０万

kW 増強がそれぞれ進められております。また、本機関が策定した広域

系統整備計画に基づき、２０２７年度末を目途に東京中部間連系設備

の９０万 kW 増強、２０２７年１１月を目途に東北東京間連系線の４

５５万 kW 増強がそれぞれ進められております。 

  中間報告では、北海道エリアにおける大規模停電（ブラックアウト）

の再発防止のため、新北本連系線整備後の北本連系線の更なる増強の

是非及び費用負担の在り方に関する国における早期検討の必要性、新

北本連系線整備後の北本連系線の更なる増強の是非の広域機関にお

ける具体的検討の早期実施の必要性が提示されました。 

  他方、現在、国の審議会において、２０３０年以降を見据えた次世

代電力ネットワークシステムの設計について、主力電源化を進める再

生可能エネルギーの大量導入を促すための系統整備やその費用負担

の在り方も含めた議論がなされております。 

当機関は、こうした国の審議会における議論や中間報告を踏まえ、

北本連系線の更なる増強の是非の具体的検討の早期開始に備えた準備

を進めてまいります。  

当機関としては、国において、主力電源化を進める再生可能エネル

ギーの大量導入を促すための系統整備やその費用負担の在り方の検討

と合わせ、北本連系線の更なる増強が必要となった場合の費用負担の

在り方について、早期に検討が行われることを求めます。  

 

３．稀頻度リスク対応等の供給力確保の在り方等の検討 

  当機関としては、電力の安定供給の観点から重要である供給力や調

整力について、将来的に必要となる量等について従来から検討してお

りますが、今回の事象も踏まえ、さらに供給力確保の在り方等を検討

する必要があると考えており、国においては、早期に適切に対応され

ることを求めます。具体的には、以下のとおりです。 
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（１）調整力公募における調整力の必要量の見直し 

   現行電気事業法において、アンシラリーサービスの実施に必要な

調整力の公募は「一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る

考え方」（２０１６年１０月１７日、経済産業省制定。以下「指針」

という。）に基づき、一般送配電事業者により行われております。 

   当機関は、今回の事象も踏まえ、当機関の調整力及び需給バラン

ス評価等に関する委員会において、供給信頼度基準の考え方等につ

いて引き続き検討を行っていく中で、調整力公募における調整力

（稀頻度対応調整力を含む。）の必要量の見直しを検討してまいり

ます。 

当機関としては、国において、当機関の検討結果が適切に取り扱

われることを求めます。 

 

（２）容量市場の早期導入等の検討 

小売全面自由化以降、卸電力市場の取引拡大や、ＦＩＴ制度等に

伴う再生可能エネルギーの導入拡大によって、電源投資の予見性が

低下し、中長期的に、国全体で必要となる供給力・調整力を確保す

るための設備の新設や維持が困難になっていく懸念が想定されてお

ります。 

当機関は、こうした懸念に対応するため、①あらかじめ市場管理

者（当機関）が需要のピーク時に電気を確実に供給できる供給力

（kW）を確保し、②実需給時の能力に応じて、発電事業者に一定の

費用を支払うことで投資回収の予見性を高め、適切な発電投資を促

す仕組みとしての容量市場について、これまで国の審議会と連携し

つつ、当機関の容量市場の在り方等に関する検討会において、詳細

設計を行ってきております。 

当機関は、今回の事象も踏まえ、国において、容量市場の早期導

入と、大規模災害等のリスク対応の供給力を含め容量市場で取引す

る供給力の範囲について検討が行われることを求めるとともに、当

機関の関係する委員会又は検討会において、国と密接に連携し、詳

細検討を行ってまいります。 

当機関としては、国において、当機関の検討結果が適切に取り扱

われることを求めます。 


